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（１）　制度の性格
　災害共済給付制度とは、センターと学校の設置者との契約（災害共済給付契約）により、学校の管理下にお
ける児童生徒等の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）に対して災害共済給付（医療費、障害見舞金又は死亡見
舞金の支給）を行うものです。その運営に要する経費を国、学校の設置者及び保護者（同意確認後）の三者で
負担する互助共済制度です。
　現在、全国の学校（保育所）で児童生徒等総数の約97％にあたる1,757万人（平成20年度）が加入しています。

国・学校の設置者・保護者の三者による互助共済制度

（２）　災害共済給付契約

（３）　共済掛金の額

対象となる学校等

義務教育諸学校 小学校､ 中学校､ 中等教育学校の前期課程
特別支援学校（盲学校､ 聾学校及び養護学校をいいます。）の小学部及び中学部を含みます。

高 等 学 校 高等学校（全日制､ 定時制及び通信制）
中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含みます。

高等専門学校

幼 稚 園 特別支援学校の幼稚部を含みます。

保 育 所 児童福祉法第39条に規定する保育所

※国立､ 公立､ 私立の別を問いません｡

　児童生徒等１人当たりの共済掛金の年額は、次のとおりです。

災害共済給付に関する業務1

（平成22年度現在）

学校種別 一般児童生徒 要保護児童生徒

義務教育諸学校 920（460）円 40（20）円

高等学校全日制 1,840（920）円

高等学校定時制 980（490）円

高等学校通信制 280（140）円

高等専門学校 1,880（940）円

幼　　稚　　園 270（135）円

保　　育　　所 350（175）円 40（20）円

※注意１　（　　）内は、沖縄県における共済掛金の額です。
の他のそ、割６らか割４は校学諸育教務義、は金掛済共 　２意注※

学校では６割から９割を保護者が負担し、残りを学校の
設置者が負担します。

場合は、左表の額に、たけ付を約特の責免が者置設の校学 　３意注※
児童生徒等１人当たり25円（高等学校の通信制は２円）
を加えた額が共済掛金の額になります。

の帯世るいてけ受を護保るよに法護保活生、はと護保要 　４意注※
児童生徒をいいます。義務教育諸学校及び保育所の児童
生徒については、生活保護法に医療扶助があるため、災
害共済給付での医療費の支給を行わないことから、一般
児童生徒等とは別に共済掛金の額を定めています。
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❶　災害共済給付に関する業務

災害共済給付の対象となる学校の管理下の範囲は、以下のような場合です。

●学校が編成した教育課程に基づく授業を受けている場合（保育所における保育中を含みます。） 
　 例えば➡
　　　　　

遠足、修学旅行、大掃除など）

●学校の教育計画に基づく課外指導を受けている場合
　 例えば➡

●休憩時間中に学校にある場合、その他校長の指示又は承認に基づいて学校にある場合
　 例えば➡

●通常の経路及び方法により通学する場合（保育所の登園・降園を含みます。）
　 例えば➡

●その他、これらの場合に準ずる場合として文部科学省令で定める場合
　 例えば➡
　　　　　 学校外で授業等が行われるとき、その場所、集合・解散場所と住居・寄宿舎との間の合理的な

経路、方法による往復中
高等学校の定時制の課程又は通信制の課程に在学する生徒が、学校教育法の規定により技能教
育のための施設で教育を受けているとき

学校の管理下の範囲について

（４）　給付の対象となる災害の範囲と給付金額
（平成22年４月１日現在）

災害の種類 災害の範囲 給付金額

負　　 傷 その原因である事由が学校の管理下で生じたもので、
療養に要する費用の額が5,000円以上のもの

医療費
医療保険並の療養に要する費用の額の4/10（そ
のうち1/10の分は、療養に伴って要する費用と
して加算される分）。ただし、高額療養費の対象
となる場合は、自己負担額（所得区分により限
度額が定められている。）に療養に要する費用の
額の1/10を加算した額

入院時食事療養費の標準負担額がある場合はそ
の額を加算した額

疾 　　病

その原因である事由が学校の管理下で生じたもので、
療養に要する費用の額が5,000円以上のもののうち、文
部科学省令で定めているもの
学校給食等による中毒
ガス等による中毒
熱中症
溺水
異物の嚥下又は迷入による疾患
漆等による皮膚炎
外部衝撃等による疾病
負傷による疾病

障 　　害
学校の管理下の負傷及び上欄の疾病が治った後に残っ
た障害（その程度により第１級から第14級に区分され
る。）

障害見舞金3,770万円～82万円
（通学中の災害の場合 1,885万円～41万円）

死　　 亡

学校の管理下において発生した事件に起因する死亡及
び上欄の疾病に直接起因する死亡

死亡見舞金
2,800万円（通学中の災害の場合 1,400万円）

突然死

学校の管理下において運動などの行為が起
因あるいは誘因となって発生したもの

死亡見舞金
2,800万円（通学中の災害の場合 1,400万円）

学校の管理下において運動などの行為と関
連なしに発生したもの

死亡見舞金
1,400万円（通学中の災害の場合も同様）

上表のほか、災害共済給付の附帯業務として、次の事業を行っています。
▶ もいなれさ給支が金舞見亡死りよに等とこたけ受を償賠害損、で亡死るけおに下理管の校学 …給支の料花供

のに対し、供花料として17万円を支給します。
▶ に数日院通、し対に害災の徒生童児るけおに下理管の）校学諸育教務義（校学るあに地きへ …給支の費院通

応じ、１日当たり定額1,000円の通院費を支給します。
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災害共済給付に関する業務　❶

（５）　免責の特約
　災害共済給付は学校の管理下で児童生徒等の災害が発生した場合に行われますが、その中には被災児童生徒
等以外の第三者の過失責任等による災害もあります。この場合、法律上の規定では、第三者に対してセンター
が給付した分の支払いを求めることとなりますが、この第三者には学校等の設置者（以下「設置者」という。）
も含まれます。
　このため、設置者の過失責任等が問われる災害の場合は、まずセンターから被災児童生徒等の保護者（以下
「当事者」という。）に給付が行われ、その後、センターはその給付金分の支払を設置者に求めることになり
ますので、設置者に財政負担が生じます。「免責の特約」はこのことに備えるため、あらかじめ設置者相互の
掛金負担により財源を確保し、負担の分散を図るための仕組みとして設けられているもので、設置者が過失責
任等を問われ賠償に応じる場合には、センターは設置者に給付金分の支払を求めるのではなく、この確保した
財源から給付金分を補填することとなります。同時に、設置者にとってはセンターが支払った給付金は自らが
支払った損害賠償金とみなされ、その部分の支払が免責されることとなります。
　この仕組みは、災害共済給付契約の目的である「災害共済給付を行うことによって学校教育の円滑な実施に
資する」という制度そのものの円滑な運用にも役立っています。

■設置者の過失責任等が問われる災害の場合
　　ここでは、被災者が亡くなり、設置者の過失責任が問われた場合を想定します。

❶ 被災者の迅速な救済のため、死亡見
舞金を給付します。
被災者の迅速な救済のため、まずセンターから被災
児童生徒等の保護者に死亡見舞金の給付が行われま
す（設置者を通して見舞金を給付します。）。

❷ 設置者と保護者等の間での示談、
調停、判決などにより損害賠償額
が確定します。
その後、被災児童生徒等の保護者等が、学校の瑕疵
を問う損害賠償請求の裁判等を起こし、設置者が負
うべき損害賠償金額が確定します（例として、損害
賠償額を4,000万円とします。）。
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❶　災害共済給付に関する業務

③ 損害賠償額の決定後、設置者は、既
にセンターから支給された死亡見舞
金と損害賠償額との差額を保護者に
支払います。

損害賠償金の支払で突発的に生じる財政負担
を軽減するために、先にセンターから給付さ
れた見舞金（ここでは2,800万円）が損害賠
償額の一部に充当され、設置者は、その差額
（ここでは1,200万円）を保護者に支払います。

③ 損害賠償額の確定後、設置者は確定
した金額を保護者に支払います。

先にセンターから給付された死亡見舞金（こ
こでは2,800万円）は、設置者が負うべき損
害賠償額には充当されず、確定した損害賠償
金（ここでは4,000万円）を保護者に支払う
こととなります。

④ 既にセンターから支給された死亡見
舞金の額は、免責の特約によって、
支払を免除されます。

死亡見舞金（ここでは2,800万円）は設置者
の負うべき損害賠償額（ここでは4,000万円）
に充当され、その分の賠償は免責されます。
センターへの返還はありません。
2,800万円については、免責の特約の掛金（設
置者負担）からなる免責特約勘定から補填さ
れます。

④ 既にセンターから支給された死亡見
舞金の額は、損害賠償の責を負うべ
き設置者がセンターへ返還します。

センターは、死亡見舞金（ここでは2,800万円）
の返還を設置者に求めます。

設置者相互の負担による
免責特約勘定

学校の設置者

1,200万円
賠償

災害共済給付金
（2,800万円支出済み）

設置者負担は
1,200万円

保護者
（給付金2,800万円受領済み）

ここが
免責！

2,800万円繰入

④

③

学校の設置者

4,000万円
賠償

災害共済給付金
（2,800万円支出済み）

保護者
（給付金2,800万円受領済み）

④

③

2,800万円
返還請求

2,800万円
返還

【免責の特約がある場合】 【免責の特約がない場合】

　実際に損害賠償の請求がなされる場合、示談、調停や判決など、さまざまな解決方法がありますが、免責の
特約を活用するためには、先に災害共済給付を受ける必要があります（先に給付していないと、「免責」の事
由が発生しえないからです。）。また、学校の設置者は、当事者と取り交わす示談書、調停文や判決文等に、給
付された災害共済給付金の金額の控除について必ず触れてもらうことを確認する必要があります。
　実際の手続きについて、詳しい内容をお知りになりたい場合や、既にこのような災害が起きている場合は、
センター各支所へ直接、御連絡・御相談ください。

−99− −100−
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